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の 要 旨
窄.本 論文は次の4章 からなっている。
第1章 代表取締役に対する監督 と株式会社の諸機関
築2章 業務執行決定の実行面の監督
第3章 業務執行決定の決定面の監督
第4章 、結語
原 菊 志
代 通
2本 論文は、 これに付された副題「代表取締役に対する監督 とその機関の研究」が示すごと
く、代表取締役に対する監督 とい う面から、株式会社の諸機関、すなわち株主総会、監査役、
株主澄よび取締役会について考察したものである。
第1章 では、代表取締役に対する監督機関 として、(1殊主総会、(2濫査役、㈲少数または.
単独株主権者(株 主)、(4)検 査役、(5)取締役会、があるとなし、主 として(1)ない し(4)にっい
て検討 し、結論 として、代表取締役に対する監督機能の効果的発揮をこれ らの諸機関に期待
することは困難であり、また不可能である、 と述べている。そして、この過程に診いては、
株主総会につき、書面投票制度の可否の問題、「上場株式の議決権代理行使の勧誘に関する
規則」の改正問題などを考察し、また株主権につき、代表訴訟制度、取締役の違法行為に対
する差止請求権制駄 のそれぞれの問題点につき検討を加えている。
第2章 では、第1章 で残されていた取締役会による代表取締役監督の問題を考察している。
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取締役会は代表取締役の業務執行の実行を監督するものであるが、いわゆる平取締役は代表
取締役に従属し、実質的な独立性を有せず、 また取締役会の決議も代表取締役の提出した原
案をそのまま承認するにすぎない ことが多いので、取締役会による代表取締役の監督は効果
が発揮されていない。そ こで、累積投票制度の強化、取締役解任権の制限、取締役会の業務
執行決定権限の強化、社外取締役の強制などの改正が必要である、と論 じている。な澄、こ
の闘に論いて、商法254条2項(「 定款 をもってするも取締役を株主に制限することをえ
ない」)、257条(取 締役の解任)、259条5項(議 決権の代理人による行使)、250
条12(株 主総会の決議事項の制限)、261条(取 締役会による代表取締役の選任)、283
条(株 主総会による計算書類の承認)、290条2項(株 主に対する会社債権者の違法配当
返還請求権)、 などの規定について、学説の対立を検討するとともに、代表取締役の監督と
いう点でそれらがいかなる役割を果しているかを考察している。
第5章 では、取締役会の業務執行に関する意思決定の正否、または適否を監督する機関が
必要であるとして、監査役会(仮 称)の 新設を提唱し～この新機関の性格、権限などについ
て素描を試みている。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
以上が本論文の大体の内容であるが、これをさらに要約すると、代表取締役の監督機関とし
ては、結局のところ取締役会以外には考え られないが、現在の取締役会は十分その監督機能を
果 していないし、また果す能力もないから、これに若干の改革を力脈 るとともに、株主 。債権
者 ・従業員 ・消費者などの代表者を参加させた監査役会を創設 して、これに代表取締役に対す
る間接的監督を行わしめるべきであるとしている。代表取締役に対する監督が現在必らず しも
十分ではないという指摘自体は目新らしいものではなく、また文章に段落が少なく、そして枝
葉の問題に深入 りしすぎているとい った技術上ない し論文構成上の難点 もないわけではない。
しか しなが ら、代表取締役に対する監督とい う、経営的のみならず法律的にも極めて重要な問
題を、解釈的於よび機能的に徹底して追究し、縦横 に論 じた意義は、十分これを評価しなけれ
ばならない。その分析は鋭くその叙述は説得力があり、本論文提出者の力量を示 している。監
査役会の提唱もまた傾聴に値する。 したがって、取論文は学位論文として十分な価値を有する
と認められる。1
以上によりて、本論文提出者は法学博士の学位を授与される資格を有すると認める。
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